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平成１８年度２月補正予算案の概要

平成１９年２月

宮 城 県

Ⅰ 予算編成の考え方

○ 今回の補正予算は、当初予算編成時点で見込みうる最大限の額を計上していた県

税について、地方消費税や不動産取得税等が低調に推移したことから、大幅な減額

措置を講じる結果となり、依然として厳しい財政状況が継続

○ 歳出予算については、国の補正予算への対応による公共事業等の追加措置を行う

ほか、障害者自立支援法の円滑な施行を図るための特例基金の造成や支援対策の実

施など、早急な対応を必要とする経費について予算化

○ また、仙台市内でのスケートリンク開設に対する助成やがん対策の推進、インタ

ーチェンジ用地の再取得による道路整備の促進等について所要額を計上する一方、

既決予算については、事業費の確定や節減等に伴う減額措置を基本に編成

Ⅱ 予算規模

（単位：百万円，％）

２月補正後予算対前年度増減率１１月現計予算 ２月補正予算 ２月補正後予算

一般会計 ８１８,９３２ ６,８６３ ８１２,０６９ １.８▲ ▲

特別会計 ２０１,０１７ １,９９８ １９９,０１８ ９.１▲ ▲

準公営企業会計 ２３,５１７ ３０５ ２３,２１２ ０.７▲ ▲

公営企業会計 ６２,６２８ ４,７７９ ５７,８４９ ５.７▲ ▲

計 １,１０６,０９４ １３,９４５ １,０９２,１４８ ３.４▲ ▲

※ 四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

【一般会計補正予算の状況】

○歳入

・ 県税は、当初見込みを大きく下回ったことから６０億円の減額となるが、地方消費税

清算金は２１億円の増額

・ 国の補正予算対応があるものの、事業費の確定等により、国庫支出金は１１億円、県

債は２６億円の減額

○歳出

・ 国の補正予算への対応分は、災害対策や公共事業等で７５億円、総額では１００億円

となり、これを除いた通常分の補正は１６８億円の減額

・ 事業費の確定見込み等に伴い、通常分の投資的経費では９１億円の減額となったほか、

県税交付金等で１８億円の減額、社会保障関係経費についても国民健康保険財政健全化

対策費の７億円をはじめ各経費で減額
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Ⅲ 主な事業

（単位：千円）

（９,９８７百万円）１ 国補正予算への対応

（７,５４３百万円）（１）公共事業等

・治山事業費 １１４,２２０

予防治山工事（角田市島田地区 他）等

・森林育成事業費 ２０５,０００

水土保全林整備、資源循環林整備

・道路橋りょう事業費 ２,４１４,１６８

道路改築工事（県道泉塩釜線、県道登米インター線 他）等

・街路事業費 ２００,０００

連続立体交差事業（仙石線多賀城地区）

・港湾事業費 ６５,０００

胸壁工事（仙台塩釜港 、陸こう自動化工事（気仙沼港））

・海岸事業費 ２５７,７９０

消波工事（岩沼市蒲崎海岸、二の倉海岸）等

・河川事業費 ５４０,０００

築堤護岸工事（気仙沼市大川 、築堤工事（丸森町内川 他）等）

・砂防事業費 ７２,７２０

流路工事（気仙沼市羽田川 、地すべり対策工事（丸森町小斎地区））

・災害復旧事業費 ３,６７４,４２９

農林水産施設（農道、林道等 、土木施設（道路、河川等））

（２,３９３百万円）（２）障害者自立支援対策

（新規 ・障害者自立支援対策臨時特例基金造成費 ２,１００,０００）

法施行に伴う事業者の減収等に対する激変緩和等、緊急的な需要に対応した基金造成

（新規 ・障害者自立支援対策臨時特例基金事業費 ２９２,６６２）

制度移行に伴う事業者の事務処理関連経費増加分、減収分等に対する助成
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（５１百万円）（３）その他

・新型インフルエンザ対策費 １３,１４３

患者の重症度等を判定して治療の優先順位を決めるトリアージ用テントの購入

（新規 ・児童虐待等緊急対策費 ８,０１０）

対応迅速化のための車両配備、一時保護所の安全体制強化のための設備整備等

・総合教育相談事業費 ２９,４６８

中学校スクールカウンセラーの希望校全校への配置等による相談体制の充実

２ その他

（新規 ・県民スポーツ活性化事業費 ５０,０００）

屋内スケートリンクの営業を開始する事業者が施設設備の改修等を行う経費への助成

・がん診療連携拠点病院機能強化事業費 ２２,０５８

地域の拠点病院に指定された公立刈田総合、大崎市民、石巻赤十字病院等への事業費助成

（新規 ・市町村地域生活支援費 １６４,８７３）

市町村が地域の実情に合わせて行う障害者の生活を支えるサービス事業への助成

（既決:６９,２４０）・知的障害者援護施設整備費 １９６,９２９

社会福祉法人が実施する就労支援を目的とした農作物生産施設・設備等への助成

（新規 ・障害者就労訓練設備等整備費 １１,５０６）

就労継続支援等の事業を開始する事業者が訓練用に導入する機器整備等への助成

（新規 ・道路調査事業費 １０,０００）

（仮称）仙台北部中核工業団地インターチェンジ設置に向けた検討

（新規 ・ 仮称）仙台港インターチェンジ整備費 ２,６７８,８３１）（

三陸縦貫自動車道整備の進捗に伴う国へのインターチェンジ用地の売却
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